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○糸満市障害者等日常生活用具の給付に関する要綱 

平成２３年３月３１日 

告示第２１号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条第１項第６号の規定に基づき

障害者等に対し、糸満市が実施する日常生活上の便宜を図るための用具（以下「日常生

活用具」という。）の給付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において「障害者等」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

(1) 法第４条第１項に規定する障害者 

(2) 法第４条第２項に規定する障害児 

２ この告示において「難病患者等」とは、法第４条第１項の政令で定めるものによる障

害の程度が同項の厚生労働大臣が定める程度である者をいう。 

３ この告示において「日常生活用具」とは、法第７７条第１項第６号に基づき厚生労働

大臣が定める日常生活上の便宜を図るための用具（平成１８年厚生労働省告示第５２９

号に規定する用具をいう。）であって、別表１に掲げるものをいう。 

４ この告示において「給付対象者」とは、次条第１項の日常生活用具の給付の対象者の

うち同条第２項各号のいずれかに該当する者を除いたものをいう。 

（給付対象者） 

第３条 日常生活用具の給付の対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 本市に居住地を有する障害者等（法第１９条第３項に規定する特定施設に入所する

直前の居住地が本市にあった者を含む。）であること。 

(2) 別表１に掲げる区分及び種目に応じ、それぞれ同表の給付対象者の欄に掲げる者で

あること。 

(3) 障害者及び障害者の配偶者（障害児にあってはその保護者）の日常生活用具の給付

を受けようとする日の属する年度（当該日常生活用具の給付を受けようとする日の属

する月が４月から５月までの間にあっては前年度）における市町村民税所得割（地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第２号に規定する所得割のこと

をいう。）の額が、いずれも４６万円未満の障害者等 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、給付の対象者としな
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い。 

(1) 法第１９条第３項の規定により本市以外の市町村が支給決定を行う障害者等 

(2) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定により、この告示による日常生活用

具の給付に相当する給付、貸与又は購入費の支給を受けることができる者 

(3) 入院中の者。ただし、頭部保護帽、人工喉頭、点字器及びストマ用具並びにT字状

及び棒状の杖については、この限りではない。 

（給付対象日常生活用具） 

第４条 給付の対象となる日常生活用具の区分、種目、価格の上限額、性能及び耐用年数

は、別表１に掲げるとおりとする。 

２ 日常生活用具は、原則として一の種目につき１個の給付とし、既に給付を受けている

日常生活用具と同一種目のものについては、当該給付の決定日から起算して別表１に掲

げる区分及び種目に応じ、同表の耐用年数欄に掲げる耐用年数を経過した場合に限り、

給付を行うものとする。ただし、糸満市福祉事務所長（以下「所長」という。）が必要

と認める場合は、この限りでない。 

３ 前項の規定にかかわらず、火災警報器の給付については、次の各号に掲げるとおりと

する。 

(1) 給付の数量は、給付対象者の属する世帯１世帯につき３台を限度とする。 

(2) 火災警報器は、給付対象者の居住する家屋の寝室、階段又は台所のいずれかの箇所

（以下この項において「指定設置箇所」という。）に設置しなければならない。ただ

し、障害者等が、既に火災警報器の給付を受けているときは、当該火災警報器が設置

された箇所以外の指定設置箇所に設置しなければならない。 

(3) 前号の場合において、同一の世帯に２人以上の火災警報器の給付対象者が２以上の

寝室、階段又は台所で生活していると認めるときは、所長は、第１号の規定にかかわ

らず、火災警報器を追加して給付することができる。 

（日常生活用具の給付申請） 

第５条 日常生活用具の給付を受けようとする者（障害者又は障害児の保護者をいう。以

下「申請者」という。）は、日常生活用具給付申請書（様式第１号）に、日常生活用具

販売業者（以下「業者」という。）が発行する見積書（点字図書については、点字図書

給付対象出版施設の発行する点字図書発行証明書とする。）を添えて、所長に提出しな

ければならない。 

２ 申請者で住宅改修費の給付を申請するものは、前項の規定による提出書類に加えて、
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工事図面を添付しなければならない。ただし、やむを得ない事情により工事図面の添付

が困難な者については、この限りでない。 

（日常生活用具の給付決定等） 

第６条 所長は、前条に規定する申請を受けたときは、調査書（様式第２号）を作成し、

給付の適否を決定する。 

２ 所長は、前項の規定により給付を行うことを決定しようとするときは、別表１に掲げ

る区分及び種目に応じ、それぞれ同表の価格の上限額欄に掲げる額を超えて決定するこ

とはできない。 

３ 所長は、第１項の規定により給付を行うことを決定したときは、申請者に対して日常

生活用具給付決定通知書（様式第３号）により通知するとともに、日常生活用具給付券

（様式第４号。以下「給付券」という。）を発行するものとする。 

４ 所長は、第１項の規定により給付を行わないことを決定したときは、申請者に対して

日常生活用具給付却下通知書（様式第５号）により、その理由を付して通知するものと

する。 

５ 給付券の効力は、業者に提出する期限を超過したときに消滅するものとする。ただし、

給付券の発行を受けた者（以下「受給者」という。）が業者に提出する期限を超過した

場合において、正当な理由があると所長が認めるときは、この限りでない。 

（日常生活用具の給付方法） 

第７条 所長は、前条第３項の給付決定通知をしたときは、日常生活用具給付委託通知書

（様式第６号）により業者に委託して日常生活用具の給付を行うものとする。 

２ 受給者は、給付券に記載された期限内に業者に当該給付券を提示して日常生活用具の

給付を受けるものとする。 

３ 前項の規定による給付券の提示を受けた業者は、第１項の委託通知書に基づき、当該

受給者に対して速やかに日常生活用具を納品しなければならない。 

（受給者の費用負担） 

第８条 受給者は、前条第３項の日常生活用具の納品を受けたときは、当該日常生活用具

に要する費用のうち、次の各号に掲げる額（以下「自己負担額」という。）を負担しな

ければならない。 

(1) 当該日常生活用具の給付に要する費用が別表１に掲げる区分及び種目に応じ、それ

ぞれ同表の価格の上限額欄に掲げる額以下の場合、日常生活用具の給付に要する費用

に１００分の１０を乗じて得た額（１円未満の端数が生じたときは、これを切り上げ
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る。）として、市長が定める額（以下「利用者負担額」という。） 

(2) 当該日常生活用具の給付に要する費用が別表１に掲げる区分及び種目に応じ、それ

ぞれ同表の価格の上限額欄に掲げる額を超える場合、当該利用者負担額に当該価格の

上限額を超える部分の額を合算した額 

２ 受給者の同一の月における利用者負担額の合算額が、別表２に掲げる世帯区分及び対

象者に応じ、月額負担上限額欄に掲げる額を超えるときは、この同一の月における利用

者負担額は、前項第１号の規定にかかわらず、当該月額負担上限額欄に掲げる額を超過

した額を減じた額とする。 

３ 受給者は、業者から日常生活用具の納品を受けたときは、給付券に必要事項を記載の

上、当該業者に提出するとともに、当該給付に係る自己負担額を当該業者に支払うもの

とする。 

（公費負担額の請求） 

第９条 業者は、受給者に日常生活用具を納品したときは、当該日常生活用具の給付に要

する費用から自己負担額を控除した額（以下「公費負担額」という。）を請求するもの

とする。 

２ 業者は、公費負担額の請求をする場合には、給付券に当該日常生活用具を納入した日

その他必要な事項を記載した上で、請求書にこれを添付し、所長に提出しなければなら

ない。 

３ 業者は、居宅生活動作補助用具を給付した場合は、前項の規定に加え、住宅改修着工

前後の写真を所長に提出しなければならない。 

４ 所長は、業者から第１項の請求があった場合には、速やかに当該公費負担額を支払わ

なければならない。 

（排泄管理支援用具及び人工喉頭（埋込型用人工鼻）の給付手続の特例） 

第１０条 障害者等の申請手続きの利便を考慮し、暦月を単位として２月間の排泄管理支

援用具及び人工喉頭（埋込型用人工鼻）（以下「排泄管理支援用具等」という。）の給

付に必要な手続について、この告示に定める様式（以下「給付様式」という。）により

記載すべき事項を、それぞれ当該各給付様式にまとめて記載することができるものとす

る。 

２ 前項の規定による特例に加えて、暦月を単位として６月間に必要とする排泄管理支援

用具等の給付について、この告示における手続をまとめて行うことができるものとする。 

３ 前２項の規定による特例により排泄支援用具等を給付する場合において、当該排泄支
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援用具等の納品及び自己負担額その他の費用の手続は、給付券１枚を単位として行うも

のとする。 

（日常生活用具の管理） 

第１１条 日常生活用具の給付を受けた者は、当該日常生活用具を給付の目的に反して使

用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供してはならない。 

２ 前項の規定に違反した場合には、当該給付に要した費用の全部又は一部の返還を求め

るものとする。 

（台帳の整備） 

第１２条 所長は、日常生活用具の給付等の状況を明確にするため、日常生活用具給付券

交付台帳（様式第７号）を整備するものとする。 

（その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は所長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２３年４月１日より施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行前に、糸満市日常生活用具の給付等に関する要綱（平成１２年糸満市

訓令第２９号）の規定によりされた日常生活上の便宜を図るための用具の給付又は貸与

その他の行為は、この告示の施行後の規定によりされた給付その他の行為とみなす。 

附 則（平成２５年４月１日告示第４９号） 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２８日告示第１１３号） 

この告示は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）附則第１条第４号に掲げる規定の

施行の日（平成２８年１月１日）から施行する。 

附 則（平成２８年４月１日告示第５７号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３１日告示第４０号） 

この告示は、平成２９年３月３１日から施行する。 

附 則（令和元年６月２７日告示第３８号） 

この告示は、令和元年７月１日から施行する。 
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附 則（令和２年６月１日告示第６１号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年１０月４日告示第１５４号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年８月１５日告示第１０３号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和６年１０月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 前項の規定にかかわらず、第６条の規定による日常生活用具の給付決定等については、

この告示の施行前においても行うことができる。 

附 則（令和７年６月３０日告示第９８号） 

この告示は、令和７年７月１日から施行する。 

 

別表１（第２条―第４条、第６条、第８条関係） 

区

分 

種目 給付対象者 価 格

の 上

限 額

（円） 

性能 耐

用

年

数 

在

宅・施

設 

身体障害者手

帳所持者 

療育手帳

所持者 

精神保健

福祉手帳

所持者 

難 病 患

者等 

介

護

・

訓

練

支

援

用

具 

１ 特殊寝

台 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（下肢また

は体幹機能障

害に係るもの

に限る）の程

度が２級以上

であると記載

されているも

の。ただし、

  寝 た き

り の 状

態 に あ

る者。原

則 と し

て 学 齢

児 以 上

の者 

１５

４，０

００ 

背上げ、高

さを個別

に調整で

きる機能

を有する

もの 

８

年 
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床からの立ち

上がり及び起

き上がりに介

助を要する者

に限る。原則

として学齢児

以上の者 

２ 特殊マ

ッ ト

(A) 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（下肢また

は体幹機能障

害に係るもの

に限る）の程

度が１級であ

ると記載され

常時介護を要

するもの。原

則として３歳

以上の者 

療育手帳

の交付を

受けた者

で、障害の

程度が重

度または

最重度で

あるもの。

原則とし

て３歳以

上の者 

 寝 た き

り の 状

態 に あ

る者。原

則 と し

て ３ 歳

以 上 の

者 

１９，

６０

０ 

褥創の防

止又は失

禁等によ

る汚染又

は損耗を

防止でき

る機能を

有するも

の 

５

年 

３ 特殊マ

ッ ト

(B) 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（下肢また

は体幹機能障

害に係るもの

に限る）の程

   ６０，

００

０ 

送風装置

又は空気

圧調整装

置を備え

た空気パ

ッドが装

着された

空気マッ

トであっ

６

年 
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度が１級であ

ると記載され

体位変換が困

難であり常時

介護を要する

もの。ただし、

医師の意見書

等により特殊

マット(B)の

必要性が認め

られる者に限

る。原則とし

て３歳以上の

者 

て、体圧を

分散する

ことによ

り、圧迫部

位への圧

力を減ず

ることを

目的とし

て作られ

たもの 

４ 特殊尿

器 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（下肢また

は体幹機能障

害に限る）の

程度が１級で

あると記載さ

れ常時介護を

要するもの。

ただし、トイ

レまでの移動

及び便器への

移乗が困難な

者で当該用具

  自 力 で

排 尿 で

き な い

者。原則

と し て

学 齢 児

以 上 の

者 

６７，

００

０ 

尿が自動

的に吸引

されるも

の 

５

年 
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によらなけれ

ば排尿ができ

ないものに限

る。原則とし

て学齢児以上

の者 

５ 入浴担

架 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（下肢また

は体幹機能障

害に限る）の

程度が２級以

上であると記

載されている

もの。ただし、

入浴に介助を

要し端座位保

持困難等によ

り当該用具に

よらなければ

入浴できない

者に限る。原

則として３歳

以上の者 

   １０

０，０

００ 

障害者等

を端座位

以外の姿

勢（背臥位

等）で入浴

させるも

の 

５

年 

６ 体位変

換器 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

  寝 た き

り の 状

態 に あ

る者。原

１５，

００

０ 

体位を容

易に変換

できる機

能を有す

５

年 
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に身体上の障

害（下肢また

は体幹機能障

害に限る）の

程度が２級以

上であると記

載されている

もの。ただし、

下 着 等 の 交

換、褥創の予

防または臥床

時の良肢位保

持等に当たっ

て家族等他人

の介助を要す

る者に限る。

原則として学

齢児以上の者 

則 と し

て 学 齢

児 以 上

の者 

もの 

７ 移動用

リフト 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（下肢また

は体幹機能障

害に限る）の

程度が２級以

上であると記

載されている

もの。ただし、

寝台車椅子間

  下 肢 ま

た は 体

幹 機 能

に 障 害

の あ る

者。原則

と し て

３ 歳 以

上の者 

１５

９，０

００ 

室内、階段

等におい

て介助者

が障害者

等を移動

させるに

当たって、

容易に使

用し得る

もの。ただ

し、設置に

当たり住

宅改修を

４

年 
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等の移乗、階

段の昇降等に

当たって家族

等他人の介助

を要する者。

原則として３

歳以上の者 

伴うもの

を除く。 

８ 訓練い

す（児

童 の

み） 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた児童であ

って、当該手

帳に身体上の

障害（下肢又

は体幹機能障

害に係るもの

に限る。）の

程度が２級以

上であるもの

として記載さ

れ て い る も

の。原則とし

て３歳児以上

の児童 

   ３３，

１０

０ 

原則とし

て附属の

テーブル

をつける

ものとす

る。 

５

年 

９ 訓練用

ベッド 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（下肢又は

体幹機能障害

に係るものに

  下 肢 ま

た は 体

幹 機 能

に 障 害

の あ る

者。原則

と し て

学 齢 児

１５

９，２

００ 

腕または

脚の訓練

ができる

器具を備

えたもの 

８

年 
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限る。）の程

度が２級以上

であるものと

して記載され

ているもの。

原則として学

齢児以上の者 

以 上 の

者 

自

立

生

活

支

援

用

具 

１ 入浴補

助用具 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（下肢また

は体幹機能障

害に限る）が

記載され入浴

に当たって介

助を要するも

の。原則とし

て３歳以上の

者 

  入 浴 に

介 助 を

要 す る

者 

９０，

００

０ 

入浴時の

移動、座位

の保持、浴

槽への入

水等を補

助できる

もの。ただ

し、設置に

当たり住

宅改修を

伴うもの

を除く。 

８

年 

２ 便 器

（①差

し込み

便器） 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（下肢また

は体幹機能障

害に限る）の

程度が２級以

上のもの。た

  下 肢 ま

た は 体

幹 機 能

に 障 害

の あ る

者。ただ

し、トイ

レ ま で

の 移 動

等 が 困

２，０

００ 

臥床状態

にて臀部

下に差し

込んで使

用する便

器 

８

年 
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だし、トイレ

までの移動等

が困難な者で

当該用具によ

らなければ排

泄が困難なも

のに限る。原

則として学齢

児以上の者 

難 な 者

で 当 該

用 具 に

よ ら な

け れ ば

排 泄 が

困 難 な

も の に

限る。原

則 と し

て 学 齢

児 以 上

の者 

３ 便 器

（②和

式便器

の上に

置いて

腰掛け

式に変

換する

もの） 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（下肢また

は体幹機能障

害に限る）の

程度が２級以

上のもの。た

だし、既存の

和式便器では

排泄に伴う立

ち上がり及び

しゃがみ込み

が 困 難 な 者

で、借家で家

主の許可が得

  下 肢 ま

た は 体

幹 機 能

に 障 害

の あ る

者。ただ

し、既存

の 和 式

便 器 で

は 排 泄

に 伴 う

立 ち 上

が り 及

び し ゃ

が み 込

み が 困

難 な 者

で、借家

８，０

００ 

既存の和

式便器の

上に置い

て腰掛け

式に変換

するもの。

ただし、設

置に当た

り住宅改

修を伴う

ものを除

く。 

８

年 
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られない等住

宅改修が困難

な も の に 限

る。原則とし

て学齢児以上

の者 

で 家 主

の 許 可

が 得 ら

れ な い

等 住 宅

改 修 が

困 難 な

も の に

限る。原

則 と し

て 学 齢

児 以 上

の者 

４ 便 器

（③洋

式便器

の上に

置いて

高さを

補うも

の） 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（下肢また

は体幹機能障

害に限る）の

程度が２級以

上であると記

載されている

もの。ただし、

既存の便座高

では便器から

の立ち上がり

及びしゃがみ

込みが困難な

者に限る。原

  下 肢 ま

た は 体

幹 機 能

に 障 害

の あ る

者。ただ

し、既存

の 便 器

高 で は

便 器 か

ら の 立

ち 上 が

り 及 び

し ゃ が

み 込 み

が 困 難

な 者 に

限る。原

８，０

００ 

既存の洋

式便器の

上に置い

て高さを

補うもの。

ただし、設

置に当た

り住宅改

修を伴う

ものを除

く。 

８

年 
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則として学齢

児以上の者 

則 と し

て 学 齢

児 以 上

の者 

５ 便 器

（④便

座、バ

ケツ等

からな

り、移

動可能

である

便器） 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（下肢また

は体幹機能障

害に限る）の

程度が２級以

上のもの。た

だし、トイレ

までの移動が

困難で当該用

具によらなけ

れば排泄が困

難 な 者 に 限

る。原則とし

て学齢児以上

の者 

  下 肢 ま

た は 体

幹 機 能

に 障 害

の あ る

者。ただ

し、トイ

レ ま で

の 移 動

が 困 難

で 当 該

用 具 に

よ ら な

け れ ば

排 泄 が

困 難 な

者 に 限

る。原則

と し て

学 齢 児

以 上 の

者 

１５，

００

０ 

便座、バケ

ツ等から

なり、移動

可能であ

る便器 

８

年 

６ T 字

状・棒

状の杖 

在

宅・施

設 

身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

   ３，０

００ 

T字上・棒

状の杖 

３

年 
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害（平衡機能

障害、下肢又

は体幹機能障

害、内部障害

に限る）と記

載されている

もの。ただし、

比較的障害の

程 度 が 軽 度

で、歩行補助

杖の使用によ

り歩行機能が

補完される者

に限る。 

７ 移動・

移乗支

援用具 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（平衡機能

又は下肢もし

くは体幹機能

障害に限る）

と記載されて

いるもの。た

だし、家庭内

移動等におい

て介助を要す

る者に限る。

原則として３

歳以上の者 

   ６０，

００

０ 

おおむね

次のよう

な性能を

有する手

すり、スロ

ープ等で

あること。 

ア  障害

者 等 の

身 体 状

況 を 踏

ま え た

も の で

あって、

必 要 な

強 度 と

安 定 性

８

年 
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を 有 す

るもの。 

イ  転倒

防止、立

ち 上 が

り 動 作

の補助、

移 乗 動

作 の 補

助、段差

解 消 等

の 用 具

とする。

ただし、

設 置 に

当 た り

住 宅 改

修 を 伴

う も の

を除く。 

８ 頭部保

護 帽

(A) 

在

宅・施

設 

身体障害者手

帳の交付を受

けた者で、当

該手帳に身体

上の障害（下

肢または体幹

機能障害に限

る）の記載が

あるもの。た

だし、転倒等

により頭部を

療育手帳

の交付を

受けた者。

ただし、て

んかんの

発作等に

より頻繁

に転倒す

る者に限

る。 

精神障害

者保健福

祉手帳の

交付を受

けた者。た

だし、てん

かん発作

等により

頻繁に転

倒する者

に限る。 

 １２，

１６

０ 

転倒時の

頭部への

衝撃を吸

収・緩和し

頭部を保

護する機

能を持つ

ヘルメッ

ト型の用

具。ただ

し、スポン

３

年 
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強打するおそ

れのある者に

限る。 

ジ、革を主

材料に作

製するも

の。 

９ 頭部保

護 帽

(B) 

在

宅・施

設 

身体障害者手

帳の交付を受

けた者で、当

該手帳に身体

上の障害（下

肢または体幹

機能障害に限

る）の記載が

あるもの。た

だし、転倒等

により頭部を

強打するおそ

れのある者に

限る。 

療育手帳

の交付を

受けた者。

ただし、て

んかんの

発作等に

より頻繁

に転倒す

る者に限

る。 

精神障害

者保健福

祉手帳の

交付を受

けた者。た

だし、てん

かん発作

等により

頻繁に転

倒する者

に限る。 

 ３６，

７５

０ 

転倒時の

頭部への

衝撃を吸

収・緩和し

頭部を保

護する機

能を持つ

ヘルメッ

ト型の用

具。ただ

し、スポン

ジ、革、プ

ラスチッ

クを主材

料に作製

するもの。 

３

年 

１

０ 

特殊便

器 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（上肢機能

障害に限る）

の程度が２級

以上であるも

の。ただし、

陰部の清拭等

療育手帳

の交付を

受けた者

で、障害の

程度が重

度または

最重度で

あるもの。

ただし、訓

練を行っ

ても陰部

 上 肢 機

能 に 障

害 の あ

る者。た

だし、陰

部 の 清

拭 等 排

便 後 の

処 理 が

困 難 な

者 に 限

１５

１，２

００ 

温水・温風

を出し得

るもの。た

だし、設置

に当たり

住宅改修

を伴うも

のを除く。 

８

年 
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排便後の処理

が困難な者に

限る。原則と

して学齢児以

上の者 

の清拭等

排便後の

処理が困

難な者に

限る。原則

として学

齢児以上

の者 

る。原則

と し て

学 齢 児

以 上 の

者 

１

１ 

火災警

報器 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、障害の種

別に関らず火

災 発 生 の 感

知・避難が著

しく困難なも

の 

聴覚障害

者用火災

警報器に

ついては、

身体障害

者手帳の

交付を受

けた者で

あって、当

該手帳に

身体上の

障害（聴覚

障害に限

る）の程度

が２級以

上のもの 

療育手帳

の交付を

受けた者

であって、

火災発生

の感知・避

難が著し

く困難な

もの。精神

障害者保

健福祉手

帳の交付

を受けた

者であっ

て、火災発

生 の 感

知・非難が

著しく困

難なもの 

 ５，０

００ 

※ 聴

覚

障

害

者

用

に

つ

い

て

は

１

５，

５

０

０

（

１

個

に

つ

室内の火

災を煙又

は熱によ

り感知し、

音又は光

を発し屋

外にも警

報ブザー

で知らせ

得るもの。

聴覚障害

者用火災

警報器に

ついては、

室内の火

災を煙又

は熱によ

り感知し、

受信機等

により音、

光、振動又

は文字で

火災発生

８

年 
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き） を知らせ

得るもの 

１

２ 

自動消

火器 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、障害の種

別に関らず火

災 発 生 の 感

知・避難が著

しく困難なも

の 

療育手帳

の交付を

受けた者

であって、

火災発生

の感知・避

難が著し

く困難な

もの 

精神障害

者保健福

祉手帳の

交付を受

けた者で

あって、火

災発生の

感知・非難

が著しく

困難なも

の 

火 災 発

生 の 感

知・避難

が 著 し

く 困 難

な者 

２８，

７０

０ 

室内温度

の異常上

昇又は炎

の接触で

自動的に

消火液を

噴射し、初

期火災を

消火し得

るもの。又

は揺れや

振動を感

知し、自動

的に火元

を止め、防

火し得る

もの 

８

年 

１

３ 

電磁調

理器 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（視覚障害

に限る）の程

度が２級以上

である者。原

則として１８

歳以上の者 

療育手帳

の交付を

受けた者

であって、

障害の程

度が重度

又は最重

度である

もの。原則

として１

８歳以上

の者 

  ４１，

００

０ 

障害者等

が容易に

使用し得

るもの 

６

年 
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１

４ 

歩行時

間延長

信号機

用小型

送信機 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（視覚障害

に限る）の程

度が２級以上

のもの。原則

として学齢児

以上の者 

   ７，０

００ 

障害者等

が容易に

使用し得

るもの 

１

０

年 

１

５ 

聴覚障

害者用

屋内信

号装置 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（聴覚障害

に限る）の程

度が２級以上

のもの。原則

として１８歳

以上の者 

   ８７，

４０

０ 

音、音声等

を視覚、触

覚等によ

り知覚で

きるもの 

１

０

年 

在

宅

療

養

等

支

援

用

具 

１ 透析液

加温器 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（腎臓機能

障害に限る）

の記載がある

もの。原則と

   ５１，

５０

０ 

透析液を

加温し、一

定温度に

保つもの 

５

年 



22/51 

して３歳以上

の者。 

２ ネブラ

イザー

（吸入

器） 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（呼吸器機

能 障 害 に 限

る）の程度が

３級以上のも

の。又は身体

障害者手帳の

交付を受けた

者であって、

当該手帳に身

体 上 の 障 害

（下肢または

体 幹 機 能 障

害、心臓機能

障害、腎臓機

能 障 害 に 限

る）の記載が

あるもの。た

だし、下肢ま

たは体幹機能

障害、心臓機

能障害、腎臓

機能障害の場

合は医師の意

見書等により

  呼 吸 機

能 に 障

害 の あ

る者 

３６，

００

０ 

障害者等

が容易に

使用し得

るもの 

５

年 
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自己排痰困難

で痰粘性を軽

減し痰の喀出

を 容 易 に す

る、霧状にし

た治療薬剤等

の吸入などを

目的に当該用

具を必要と認

められる者に

限る（一過性

のものではな

く回復の見込

み が な い も

の）。 

３ 電気式

たん吸

引器 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（呼吸器機

能 障 害 に 限

る）の程度が

３級以上のも

の。又は身体

障害者手帳の

交付を受けた

者であって、

当該手帳に身

体 上 の 障 害

（下肢または

  呼 吸 機

能 に 障

害 の あ

る者 

５６，

４０

０ 

障害者等

が容易に

使用し得

るもの 

５

年 
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体 幹 機 能 障

害、心臓機能

障害、腎臓機

能 障 害 に 限

る）の記載が

あるもの。た

だし、下肢ま

たは体幹機能

障害、心臓機

能障害、腎臓

機能障害の場

合は医師の意

見書等により

自己排痰困難

であり当該用

具によらなけ

れば痰の喀出

が困難である

と認められる

者に限る（一

過性のもので

はなく回復の

見込みがない

もの）。 

４ 酸素ボ

ンベ運

搬車 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て在宅酸素療

法者。原則と

して１８歳以

上の者 

   １７，

００

０ 

障害者等

が容易に

使用し得

るもの 

１

０

年 
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５ 動脈血

中酸素

飽和度

測定器

（パル

スオキ

シメー

ター） 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（呼吸機能

障害に限る）

の程度が１級

のもの。ただ

し、医療保険

における在宅

酸素療法を行

うもの若しく

は人工呼吸器

を装着するも

のであって、

主治医の意見

書により動脈

血中酸素飽和

度測定器（パ

ルスオキシメ

ーター）の必

要性が認めら

れ る 者 に 限

る。 

  人 工 呼

吸 器 の

装 着 が

必 要 な

者 

１５

７，５

００ 

呼吸状態

を継続的

にモニタ

リングす

ることが

可能な機

能を有し、

障害者等

が容易に

使用しう

るもの 

５

年 

６ 視覚障

害者用

体温計 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（視覚障害

   ９，０

００ 

障害者等

が容易に

使用し得

るもの 

５

年 
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に限る）の程

度が２級以上

のもの。原則

として学齢児

以上の者 

７ 視覚障

害者用

体重計 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（視覚障害

に限る）の程

度が２級以上

のもの。原則

として１８歳

以上の者 

   １８，

００

０ 

障害者等

が容易に

使用し得

るもの 

５

年 

８ 視覚障

害者用

血圧計 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（視覚障害

に限る）の程

度が２級以上

のもの。ただ

し、４０歳未

満の者につい

ては医師の意

見書により血

圧計の必要性

が認められる

   １８，

４０

０ 

障害者等

が容易に

使用し得

るもの 

５

年 
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者に限る。 

 ９ 発 電

機・蓄

電池 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、在宅で医

療的ケアを受

け る 方 の う

ち、医師の意

見書により常

時人工呼吸器

の装着が必要

と認められる

者。ただし、

本事業以外で

既に発電機又

は蓄電池の給

付を受けてい

る者を除く。 

  在 宅 で

医 療 的

ケ ア を

受 け る

方 の う

ち、医師

の 意 見

書 に よ

り 常 時

人 工 呼

吸 器 の

装 着 が

必 要 と

認 め ら

れる者。

ただし、

本 事 業

以 外 で

既 に 発

電 機 又

は 蓄 電

池 の 給

付 を 受

け て い

る 者 を

除く。 

発 電

機 １

００，

０ ０

０・蓄

電 池

８０，

０ ０

０ 

発電機は

ガソリン

又はガス

ボンベ等

で作動す

る正弦波

インバー

ター発電

機で、定格

出力が８

５０VA以

上のもの。

蓄電池は

蓄電機能

を有する

電源装置

で正弦波

交流出力

が３００W

以上のも

の。非常時

に外部バ

ッテリー

の充電を

行うため

に使用す

るもの。 

発

電

機

１

０

年

・蓄

電

池

５

年 

情

報

意

１ 携帯用

会話補

助装置 

在

宅・施

設 

身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

   ９８，

８０

０ 

携帯式で、

ことばを

音声又は

５

年 
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思

疎

通

支

援

用

具 

て、当該手帳

に身体上の障

害（音声機能

若しくは言語

機能障害者ま

たは肢体不自

由者に限る）

の掲載がある

もので発声発

語に著しい障

害を有し当該

用具によらな

ければ会話困

難なもの。原

則として学齢

児以上の者 

文章に変

換する機

能を有す

るもの 

２ 情報通

信支援

用具 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（上肢機能

障害又は視覚

障害に限る）

の程度が２級

以上のもの。

ただし、過去

に沖縄県障害

者バリアフリ

ー化支援事業

の助成を受け

   １０

０，０

００ 

障害者等

が情報機

器（パーソ

ナルコン

ピュータ

ー）を使用

するに当

たり、障害

があるゆ

えに必要

となる周

辺機器や

ソフト等。

障害者等

が容易に

１

回

限

り 
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ていない者 使用し得

るもの 

３ 点字デ

ィスプ

レイ 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、視覚障害

及び聴覚障害

の重複障害者

（原則として

視覚障害２級

以上、かつ、

聴覚障害２級

以上）または

視覚障害１級

以上で、点字

を習得してお

り、就学、就

労に必要と認

められるもの 

   ３８

３，５

００ 

文字等の

コンピュ

ーターの

画面情報

を点字等

により示

すことの

できるも

の 

６

年 

４ 点字器 在

宅・施

設 

身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（視覚障害

に限る）の記

載のあるもの 

   １０，

４０

０ 

障害者等

が容易に

使用し得

るもの 

７

年 

５ 点字タ

イプラ

イター 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

   ６３，

１０

０ 

障害者等

が容易に

使用し得

るもの 

５

年 
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に身体上の障

害（視覚障害

に限る）の程

度が２級以上

のもの 

６ 視覚障

害者用

ポータ

ブルレ

コーダ

ー 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（視覚障害

に限る）の程

度が２級以上

である者。原

則として学齢

児以上の者 

   ８５，

００

０ 

音声等に

より操作

ボタンが

知覚又は

認識でき、

か つ 、

DAISY方式

による録

音及び当

該方式に

より記録

された図

書の再生

が可能な

製品であ

って、視覚

障害者が

容易に使

用し得る

もの 

６

年 

７ 視覚障

害者用

ポータ

ブルレ

コーダ

ー（再

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（視覚障害

   ３５，

００

０ 

音声等に

より操作

ボタンが

知覚又は

認識でき、

か つ 、

６

年 
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生 専

用） 

に限る）の程

度が２級以上

であるもの。

原則として学

齢児以上の者 

DAISY方式

により記

録された

図書の再

生が可能

な製品で

あって、視

覚障害者

が容易に

使用し得

るもの 

８ 視覚障

害者用

活字文

書読上

げ装置 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（視覚障害

に限る）の程

度が２級以上

であるもの。

原則として学

齢 児 以 上 の

者。 

   ９９，

８０

０ 

文字情報

を読み取

り、音声信

号に変換

して出力

する機能

を有する

もので、視

覚障害者

が容易に

使用し得

るもの 

６

年 

９ 視覚障

害者用

拡大読

書器 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（視覚障害

者に限る）の

掲載があるも

   １９

８，０

００ 

装置の上

等に読み

たいもの

（印刷物

等）を置く

ことで、簡

単に拡大

された画

８

年 
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の。ただし、

本装置により

文字等を読む

ことが可能と

な る 者 に 限

る。原則とし

て学齢児以上

の者 

像（文字

等）をモニ

ターに映

し出す、ま

たは文字

を音声で

読み上げ

るもの。 

１

０ 

視覚障

害者用

時計 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（視覚障害

者に限る）の

程度が２級以

上のもの。原

則として１８

歳以上の者 

   触 読

式 

１０，

３０

０ 

音 声

式 

１３，

３０

０ 

障害者等

が容易に

使用し得

るもの 

５

年 

１

１ 

聴覚障

害者用

通信装

置 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（聴覚障害

または音声言

語機能障害に

限る）の記載

があるもの。

ただし、コミ

ュニケーショ

   ２７，

００

０ 

一般の電

話に接続

すること

ができ、音

声の代わ

りに、文字

等により

通信が可

能な機器 

５

年 



33/51 

ン、緊急連絡

等の手段とし

て必要と認め

られる者に限

る。原則とし

て学齢児以上

の者 

１

２ 

聴覚障

害者用

情報受

信装置 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（聴覚障害

者に限る）の

掲載があるも

の。ただし、

本装置により

テレビの視聴

が可能となる

者に限る。 

   ８８，

９０

０ 

字幕及び

手話通訳

付きの聴

覚障害者

用番組並

びにテレ

ビ番組に

字幕及び

手話通訳

の映像を

合成した

ものを画

面に出力

する機能

を有し、か

つ、災害時

の聴覚障

害者向け

緊急信号

を受信す

るもの 

６

年 

１

３ 

人工喉

頭（笛

式） 

在

宅・施

設 

身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

   ５，０

００ 

代用音声

の用具で、

呼気によ

４

年 
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て、当該手帳

に身体上の障

害（音声言語

機能障害に限

る）の記載が

あるもので咽

頭を摘出した

もの 

りゴム等

の膜を振

動させ、ビ

ニール等

の管を通

じて音源

を口腔内

に導き構

音化する

もの 

１

４ 

人工喉

頭（電

動式） 

在

宅・施

設 

身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（音声言語

機能障害に限

る）の記載が

あるもので咽

頭を摘出した

もの 

   ７０，

１０

０ 

代用音声

の用具で、

顎下部等

にあてた

電動板を

駆動させ

経皮的に

音源を口

腔内に導

き構音化

するもの 

５

年 

１

５ 

人工喉

頭（埋

込型用

人工鼻

（ただ

し、HME

カセッ

ト、ア

ドヒー

シブに

在

宅・施

設 

身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（音声言語

機能障害又は

言 語 機 能 障

害）の記載が

あるもので、

   ２３，

７６

０ 

代用鼻の

用具で、呼

気の熱と

水分を捕

捉し、これ

らを利用

して吸気

ガスを加

熱及び加

湿するも

１

箇

月 
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限

る。）） 

喉 頭 を 摘 出

し、常時埋込

型の人工喉頭

を使用する者 

の並びに

埋込型用

人工鼻を

気管孔の

上に固定

するもの 

１

８ 

点字図

書 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（視覚障害

者に限る）の

記載がある者 

   ― 点字によ

り作成さ

れた図書

で、月刊や

週刊等で

発行され

る雑誌を

除く点字

図書とす

る。給付対

象者１人

につき、点

字図書で

年間６タ

イトル、又

は、２４巻

を限度と

する。但

し、辞書等

を一括し

て購入し

なければ

ならない

ものを除

く。 

― 
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１

９ 

物品識

別装置 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（視覚障害

に限る）の程

度が２級以上

であるもの。

原則として学

齢児以上の者 

   ３４，

００

０ 

触覚だけ

では識別

できない

物品を、音

声等によ

り識別を

可能にす

る機能を

有し、視覚

障害者が

容易に使

用し得る

もの 

６

年 

排

泄

管

理

支

援

用

具 

１ ストー

マ装具

（蓄便

袋） 

在

宅・施

設 

身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（直腸機能

障害に限る）

の記載がある

もの。ただし、

ストーマ（人

工肛門）造設

者に限る。 

   ９，２

００ 

身体に装

着して排

泄物を溜

める用具

で、主材料

はラテッ

クス製又

はプラス

チックフ

イルム製

とし、低刺

激性の粘

着剤を使

用する密

閉型また

は下部開

放型の収

納袋 

１

箇

月 
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２ ストー

マ装具

（蓄尿

袋） 

在

宅・施

設 

身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（膀胱機能

障害に限る）

の記載がある

もの。ただし、

ストーマ（人

工膀胱）造設

者に限る。 

   １２，

１０

０ 

身体に装

着して排

泄物を溜

める用具

で、主材料

はラテッ

クス製又

はプラス

チックフ

イルム製

とし、低刺

激性の粘

着剤を使

用する密

閉型の収

納袋で尿

処理用の

キャップ

が付いて

いるもの。 

１

箇

月 

３ 紙オム

ツ 等

（紙オ

ムツ、

洗腸用

具、サ

ラシ・

ガーゼ

等衛生

用品） 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（直腸機能

障害または膀

胱機能障害に

限る）の記載

が あ る も の

で、治療によ

   １２，

００

０ 

紙オムツ、

サラシ、ガ

ーゼ、脱脂

綿、洗腸装

具 

１

箇

月 
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って軽快の見

込みのないス

トーマ周辺の

著 し い び ら

ん、ストーマ

の変形のため

ストーマ用装

具を装着する

ことができな

いもので、紙

オムツ等の用

具類を必要と

するもの。原

則として３歳

以上の者 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（直腸機能

障害または膀

胱機能障害に

限る）の記載

が あ る も の

で、先天性疾

患に起因する

神経障害によ

る高度の排尿

（排便）機能

障害のあるも
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の及び先天性

鎖肛に対する

肛門形成術に

起因する高度

の排便機能障

害のあるもの

で、紙オムツ

等の用具類を

必要とするも

の。原則とし

て３歳以上の

者 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（脳原性運

動機能障害に

限る）の記載

が あ る も の

で、排尿（排

便）の意思表

示が困難で紙

オムツ等の用

具類を必要と

するもの。原

則として３歳

以上の者 

 

４ 収尿器 在

宅・施

身体障害者手

帳の交付を受

   ３，９

００ 

収尿のた

めの用具

１

箇
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設 けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（下肢また

は体幹機能障

害に限る）の

記載があるも

の。ただし、

脊髄損傷等に

よる排尿障害

（特に失禁の

ある場合）の

ため収尿器を

必要とする者

に限る。 

で、採尿器

と蓄尿袋

で構成し、

尿の逆流

防止装置

をつける

もの 

月 

住

宅

改

修

費 

１ 居宅生

活動作

補助用

具 

在宅 身体障害者手

帳の交付を受

けた者であっ

て、当該手帳

に身体上の障

害（体幹機能

障害または下

肢機能障害、

脳原性移動機

能 障 害 に 限

る）の記載が

あるもので障

害の程度が４

級 以 上 の も

の。原則とし

て学齢児以上

  下 肢 ま

た は 体

幹 機 能

に 障 害

の あ る

者。ただ

し、対象

者 が 次

の い ず

れ か に

該 当 す

る と き

は、支給

を 行 わ

な い も

の と す

２０

０，０

００ 

障害者等

の移動等

を円滑に

する用具

で設置に

小規模な

住宅改修

を伴うも

の。住宅改

修費の対

象となる

住宅改修

の範囲は

次に揚げ

る購入費

及び改修

１

回

限

り 
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の者。ただし、

対象者が次の

いずれかに該

当 す る と き

は、支給を行

わないものと

する。 

①住宅改修に

おいて、申

請前に着手

または完了

している工

事 

②住宅改修に

おいて、居

住している

住宅が借家

等である場

合に、家主

等の承諾が

得られない

とき。 

る。 

① 住 宅

改 修

に お

いて、

申 請

前 に

着 工

ま た

は 完

了 し

て い

る 工

事。 

② 住 宅

改 修

に お

いて、

居 住

し て

い る

住 宅

が 借

家 等

で あ

る 場

合に、

家 主

等 の

承 諾

が 得

工事費と

する。 

①手すり

の 取 付

け 

②段差の

解消 

③滑り防

止 及 び

移 動 の

円 滑 化

等 の た

め の 床

又 は 通

路 面 の

材 料 の

変更 

④引き戸

等 へ の

扉 の 取

替え 

⑤洋式便

器 等 へ

の 便 器

の 取 替

え 

⑥その他

① か ら

⑤ ま で

の 住 宅

改 修 に
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ら れ

な い

とき。 

附 帯 し

て 必 要

と な る

住 宅 改

修（昇降

機、リフ

ト、段差

解 消 機

等 動 力

に よ り

段 差 を

解 消 す

る 機 器

を 設 置

す る 工

事 は 除

く。） 

 

別表２（第８条関係） 

世帯区分 給付対象者 月額負担上限額 

障害者 障害児 

生活保護 生活保護受給世帯 生活保護受給世帯 ０円 

低所得１ 障害者及び当該障害者の配

偶者の市町村民税が非課税

で障害者の収入が８０万円

以下の者 

障害児の保護者の市町村民

税が非課税でその者の収入

が８０万円以下の者 

１５，０００円 

低所得２ 障害者及び当該障害者の配

偶者の市町村民税が非課税

で世帯区分が「低所得１」に

該当しない者 

障害児の保護者の市町村民

税が非課税で、その者の収入

が世帯区分の「低所得１」に

該当しない者 

２４，６００円 
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一般 障害者及び当該障害者の配

偶者の市町村民税所得割の

額が４６万円未満の者 

障害児の保護者の市町村民

税所得割の額が４６万円未

満の者 

３７，２００円 

備考 

１ この表の「市町村民税」とは地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条

第１項第１号に規定する均等割、同項第２号に規定する所得割をいう。 

２ この表の「市町村民税の非課税」とは、「申請日の属する年度の市町村民税が非

課税」の場合をいう。ただし、申請日の属する月が４月から５月の間は、「当該年

度の前年度の市町村民税が非課税」の場合とする。 
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様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第６条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

様式第７号（第１２条関係） 

 


